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１．１６年３月期の連結業績（平成15年４月１日～平成16年３月31日） 
（１）連結経営成績      (注)本決算短信及び添付資料の記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示している。 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 
16年３月期 ５６１,８９１ (△3 .9 ) ５９,９８６ (△13.1 ) ４０,８８５ (   1.0 ) 
15年３月期 ５８４,７４３ (△4 .3 ) ６９,０６６ (△ 1.8 ) ４０,５００ (  5.2 ) 
 

 当 期 純 利 益 1株当たり 当期純利益 
潜在株式調整後 
1株当たり当期純利益 

株主資本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円  ％ 円  銭 円  銭 ％ ％ ％ 
16年３月期 ２７,４１７ ( 6.9 ) １０５.０４ －  ７.３  ２.９  ７.３  
15年３月期 ２５,６５４ ( 7.2 ) ９６.００ －  ６.９  ２.７  ６.９  

 (注)  ① 持分法投資損益  16年３月期 ６１２百万円  15年３月期 ２８０百万円 
② 期中平均株式数（連結） 16年３月期 259,056,381株  15年３月期  264,981,665株 
③ 会計処理の方法の変更  無 
④ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 
（２）連結財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 
16年３月期 １,４０５,６２９  ３７８,１６０  ２６.９  １,４７９.３１  
15年３月期 １,４４５,０４１  ３７１,２２９  ２５.７  １,４１３.０８  
 (注) 期末発行済株式数（連結） 16年３月期 255,493,836株  15年３月期 262,556,797株 
 
（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期  末  残  高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 
16年３月期 １４２,５１４  △ ６８,５３９  △ ７４,１０８  ６,７４９  
15年３月期  １５５,５４１  △ ６９,３８３  △ ８８,３６４  ６,３１４  
 
（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

    連結子会社数 ４ 社  持分法適用非連結子会社数 － 社  持分法適用関連会社数 １ 社 

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

    連結（新規） － 社  （除外） １社  持分法（新規） － 社  （除外） － 社 
 
２．１７年３月期の連結業績予想（平成16年４月１日～平成17年３月31日） 
 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 
 億円 億円 億円 
中 間 期 ２,８００   ２３０   １５０   
通   期 ５,７００   ４１０   ２７５   

 (参考) １株当たり予想当期純利益（通期）  １０７円 
    １６年度から連結子会社数を９社に拡大する予定 
 
 ※ 業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は 
 今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。なお、上記業績予想に関する事項については、添付資料 
   の10ページをご参照ください。 
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企業集団の状況 
 
当社グループは、電気事業のほか、情報処理・電気通信・放送、電気機器等の製造、
電気・機械・土木・建築関係工事の施工、商事・不動産・エネルギー・運輸・環境・
サービス及び電気事業に関連する研究開発などの事業で構成されており、その概要を
事業系統図によって示すと、次のとおりである。 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(注) １ 四電ビジネス㈱は、平成15年４月１日付で、四電産業㈱、愛媛総合ビジネス㈱、徳島総合ビジネス㈱ 

および高知総合ビジネス㈱の４社が合併・商号変更した。 

２ 四電エナジーサービス㈱は、平成15年４月１日付で四電販売サービス㈱から商号変更した。 

お  客  さ  ま 

 

〇情報システム開発、専用線サービス、ＰＨＳサービス、 
 インターネット接続サービス、有線テレビジョン放送など 

〇電力供給用電気機器・電子機器等の製造・販売など 

〇電気・機械・土木・建築関係工事の調査・設計・施工など 

〇電力の利用や供給に関する技術・バイオや新素材に関する技術の調査・研究・開発など 

〇ビルの賃貸、電力利用機器等の販売、分散型電源サービス、物資輸送、植林、 
 介護サービス、揚運炭など 

（その他事業） 
《情報処理・電気通信・放送》 

㈱ Ｓ Ｔ Ｎ ｅ ｔ ㈱ネットウェーブ四国 ㈱ケーブルメディア四国 

 
《製造》 

四 国 計 測 工 業 ㈱ テ ク ノ ・ サ ク セ ス ㈱    

四 変 テ ッ ク ㈱ 
エ コ ・ テ ッ ク ㈱ 

 
《建設・エンジニアリング》 

四電エンジニアリング㈱ ㈱四電技術コンサルタント ㈱ 四 電 工 ※ 

 
《商事・不動産・エネルギー・運輸・環境・サービス》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

四
 
 
国
 
 
電
 
 
力
 
 
㈱

 四電ビジネス㈱ (注1) 橘火力港湾サービス㈱ 四電エナジーサービス㈱ 
                    (注2) 
四 国 航 空 ㈱ 
伊 方 サ ー ビ ス ㈱ 
徳 島 綜 合 自 動 車 ㈲ 
_   Yonden Afforestation 
           Australia Pty.Ltd. 
 (日本語名)四国電力豪州植林㈱ 
_ ㈱よんでんメディアワークス 
 ㈱よんでんライフケア 

《研究開発》 

㈱ 四 国 総 合 研 究 所 

（電気事業） 

 連結子会社  非連結子会社  関連会社（※は持分法適用会社） 
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経 営 方 針 
 

１．経営の基本方針 

 
  電力自由化の進展やデフレの長期化等、厳しい経営環境のなか、当社グループは、２１世紀
における成長と発展を確かなものとするため、「エネルギーを中心として、人々の生活に関わる
様々なサービスを高い品質で提供しつづけることにより、快適・安全・安心な暮らしと地域の
発展に貢献する」というグループミッションを掲げ、グループを挙げてコスト競争力・営業力・
技術力に磨きをかけ、強固な事業基盤を構築するとともに、お客さまに満足いただける事業・
サービスを展開し、企業価値の安定的な増大をはかってまいります。 
 
  また、こうしたグループ全体の経済的価値に加え、社会的価値の一層の向上をはかる観点か
ら、コンプライアンスの徹底をはじめ、安定供給の確保や環境保全といった公益的課題の達成
にも積極的に取り組むことにより、引き続きお客さまや株主・投資家の皆さまから、信頼され、
評価・選択される企業グループを目指してまいります。 

 

２．対処すべき課題 

 
  以上の経営方針のもと、当社グループでは、次の３つを当面の重点課題として取り組み、グ
ループの価値向上を追求してまいります。 

 
① 「お客さまの信頼と満足」を基軸に据えた事業運営の徹底 

 
    ・競合相手の競争力や時宜を見極めた戦略的な電気料金施策の実施 
     ・グループ各社の技術やノウハウを結集したソリューション営業の深耕 

・多様なチャネルを活用したＩＨクッキングヒーターや全電化住宅等の普及促進 
    など、グループ一丸となって「お客さまの信頼と満足」を基軸に据えた事業運営の徹底
を図ることにより、厳しい競争に勝ち抜くとともに、新たな需要創造に努めてまいりま
す。 

 
② グループの総合力強化と新たな価値創造への挑戦 

 
     ・本年４月に導入した四電グループ総合業務システム（ＥＲＰ）を最大限に活用した

事業別、商品・サ－ビス別の利益管理・コスト管理の徹底 
     ・シェアードサービスセンターの設置によるグループ大での間接部門業務の集約化な

ど、業務プロセスの改善や最効率的な業務運営体制の構築 
     ・資産効率の向上や資本構成の改善に主眼を置いた財務体質の強化 
    などに取り組み、グループの総合力強化をはかってまいります。 
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     また、四電グループの活力向上と新たな価値創造を目指し、 

・有料老人ホーム事業や海外コンサルティング事業など、新規に立ち上げた事業の確
実な育成 
・成長著しいＦＴＴＨ／Ｏ事業への本格参入 

     ・坂出地点へのＬＮＧ導入と総合エネルギー事業の展開に向けた具体検討 
    などにも果敢にチャレンジしてまいります。 
 
③ 社会的価値の向上と四電グループブランドの強化 

 
     ・適正・適法な業務の遂行と情報公開の徹底 

・安全対策に対する技術の再点検と技能の向上 
・環境マネジメントシステムのグループ展開や地球環境問題への主体的対応 
などに、引き続き真摯に取り組み、社会的価値の一層の向上に努めてまいります。 また、
こうした取り組みを通して、お客さまや地域社会との関係を揺ぎないものとし、「安心と
信頼」に裏付けられた四電グループブランドの醸成・強化をはかってまいります。 

 
 
  なお、電気事業の規制緩和を巡っては、本年４月から、契約電力 500kW 以上の高圧のお
客さまに小売自由化範囲が拡大され、さらに、平成 17年４月からは、契約電力 50kW以上
の高圧受電のお客さまに拡大されるほか、卸電力取引市場の整備や振替供給料金の廃止など、
競争を一段と加速させる諸施策が実施されることとなっております。 
   また、原子力バックエンド事業については、事業期間の超長期性や制度の未整備等による
リスクがありますが、総合資源エネルギー調査会電気事業分科会において、国の責任を明確
化したうえで、官民の役割分担の在り方や既存制度との整合性等を整理し、経済的措置等具
体的な制度・措置の在り方について検討を行い、平成 16年末までに必要な措置を講ずること
との方針が示されています。 
   こうした制度改革やそれに伴う競争激化は、将来的に当社グループの業績に影響を及ぼす
可能性がありますが、当社は、財務体質の改善はもとより、グループを挙げた営業力の強化
や低コスト構造の構築に努めることにより、影響の最小化に努めてまいります。 

 
 

３．経営目標 

 
上記のような取り組みを通じ、企業グループの収益性と安定性を総合的に向上させる観点 
から、平成１６～１８年度の３年間において、以下の利益・財務目標の達成を目指してまいり
ます。 

 

 目  標 

ＲＯＡ［総資本営業利益率］ ４％ 以上（16～18年度平均） 

株主資本比率 ３０％ 程度（18年度末） 
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◇キャッシュフローの配分・活用 

 
  当社は、目標利益水準の着実な達成によるキャッシュフローの創出を目指すとともに、１６
～１８年度の３年間においては、これを次のような考え方に基づき、配分・活用してまいりま
す。 

 

○資産効率の向上ならびに資本構成の改善による信用力維持の観点から、 

・設備投資額を 1,600 億円以下の水準に抑制し、総資産を 1,200 億円程度圧縮（15 年度末      
1兆4,056億円 → 18年度末 1兆2,900億円）するとともに、 

・ 有利子負債残高については、1,300億円程度削減（15年度末 7,291億円 → 18年度末 6,000
億円）してまいります。 

○電気事業における価格競争力を維持・強化するため、効果的・戦略的な電気料金を設定し、
需要開拓とお客さま満足の向上に資する料金メニューの拡充に努めてまいります。 

○株価状況等を勘案しながら自己株式の買受けを進め、 

・発行済株式数の減少を通じた株主利益の増進と資本効率の向上をはかる観点から、12年度
以降実施している自己株式の消却を継続するとともに、 

・株式交換制度を活用して、事業環境に対応したグループ内資本関係の再構築をはかってま
いります。 

○このほか、エネルギーや情報通信を中心として、今後の収益性・成長性が見込まれ、グルー
プ全体の競争力強化に寄与する分野を対象に事業拡大にも取り組んでまいります。 

  

 

 ［キャッシュフローの創出と配分・活用の目安（16～18年度合計）］ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

設備投資

維持更新投資
１,６００億円程度

お客さま 会 社 株 主
電気料金引き下げ
料金ﾒﾆｭｰの拡充

事業拡大
事業再編

自己株式
の買受け

配　当
自己株式消却

１,２００億円以上

キャッシュフロー
４,１００億円以上

財務体質の強化

有利利子負債削減
１,３００億円程度

株 式
交 換

自己株式
 消 却
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４．中長期的な経営戦略 

 
  当社グループは、「暮らしを支えるマルチユーティリティー企業グループ」を目指し、四国地
域を基盤に、お客さまから最も信頼されるパートナーとして、エネルギーから情報通信、ビジ
ネス・生活サポートまで、多様なサービスをワンストップで提供できる企業グループへ変革・
成長してまいります。 

 
  このため、中核事業である電気事業については、資本効率や生産性の絶えざる向上とお客さ
まニーズを的確に捉えたサービスの提供に努め、競争に打ち勝つ強靭な事業基盤を構築します。
また合わせて、ＬＮＧ導入とエネルギーに関するソリューション技術の強化を着実に進めるこ
とにより、多様化・高度化するお客さまのご要望にお応えできる総合エネルギー事業を展開し
ていきます。 

 
さらに、グループ各社の保有する技術やノウハウ、さらには効率化によって得られた経営資
源を戦略的に活用することにより、当社グループの信用力が活かせ、また高い成長性が見込め
る情報通信や環境、自治体関連サービスといった分野を中心に、事業領域の拡大をはかってま
いります。 

 
 

５．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

 
（基本的な考え方） 

  当社は、取締役・監査役制度のもと業務執行・経営の監督体制の強化に努めており、迅速か
つ的確な意思決定に基づく経営、透明度の高い経営および法令・企業倫理を遵守した事業運営
を推進してまいります。 
 
（施策の実施状況） 
  「取締役会」は、重要な業務執行に関する意思決定および取締役の業務執行を監督する機関
として、原則として月１回開催するとともに、必要に応じて臨時取締役会を開催し、迅速な意
思決定をはかっています。 
 
  「監査役」は、取締役の業務執行を監督する機関として、監査役会で決定した方針に従い独
立して監査を実施するとともに、取締役会や重要会議に出席しております。現在、４名の監査
役のうち１名は、社外監査役であり、当社との間に特別の利害関係はありません。 
 
  このほか、当社は、 
  ・リスクマネジメントおよび内部統制システムを充実・強化する観点から、本年３月に「考
査室」の組織・要員を拡充 

  ・経営に関する重要な情報は、速やかに公表するとともに、当社ホームページ上で紹介す   
るなど、適時・適切な情報公開を推進 

  ・コンプライアンスの一層の推進を図るため、１４年１２月に「コンプライアンス推進委員
会」を設置するとともに、１５年１月には、「四国電力行動規範」と、その具体的事項を定
めた「四国電力コンプライアンスガイドライン」を制定 

 するなど、コーポレートガバナンスの充実に取り組んでいます。 
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経営成績及び財政状態 

経 営 成 績 

Ⅰ．当期の概況 

１．電 力 需 要 

   電灯需要は、夏場の気温が前年に比べ低めに推移したことに加え、冬場の気温も前年に 
比べ高めに推移したことなどから０．９％の減少となりました。 
電力需要は、電灯と同様に気温の影響がありましたが、産業用の大口電力が２．２％の 
伸びとなったため０．６％の増加となりました。この結果、電灯・電力合計では、前年度 
に比べ０．１％増の２６２億７３百万kWhとなりました。 
   これに他電力会社への融通送電を加えた総販売電力量は、前年度に比べ１．６％減の 
３３６億９１百万kWhとなりました。 
   (単位：百万kWh、％) 

比    較  １５ 年 度 
（Ａ） 

１４ 年 度 
（Ｂ） 前年差 (Ａ－Ｂ) 対前年伸び率 

電   灯 ８，８５８   ８，９３４   △  ７６   △ ０．９  

電   力 
（うち大口電力） 

１７，４１５   
（７，１７２） 

１７，３１４   
（７，０１８） 

１０１   
（１５４） 

０．６  
（２．２） 

計 ２６，２７３   ２６，２４８   ２５   ０．１  

(再掲)特定規模需要   （４，８５５）   （４，７２０） （１３５） （２．９） 

融 通 等 ７，４１８   ７，９７９   △ ５６１     △ ７．０ 

合   計 ３３，６９１   ３４，２２７   △ ５３６   △ １．６  
 

２．電 力 供 給 

   原子力発電電力量は、定期検査による停止日数の増加により、前年度に比べ３．１％減 
の１５０億７６百万kWhとなりました。 
   水力発受電電力量は、当期が豊水となったことから、前年度に比べ１６．３％増の３８ 
億１４百万kWhとなりました。 
   この結果、火力発受電電力量は、前年度に比べ３．８％減の１８５億７２百万kWhとな 
りました。 

(単位：百万kWh、％) 

比   較  １５ 年 度 

（Ａ） 

１４ 年 度 

（Ｂ） 前年差 (Ａ－Ｂ) 対前年伸び率 

設備利用率  84.9%  87.9%  △3.0%   

原 子 力  １５，０７６  １５，５６４  △   ４８８  △  ３．１  

出 水 率  105.5%  91.0%  14.5%   

水   力 ３，８１４  ３，２７９  ５３５  １６．３  

火   力 １８，５７２   １９，３００  △   ７２８  △  ３．８  

(うち自社火力)    （１１，６４９）   （１３，８４０） （△２，１９１） （△ １５．８）  

(うち他社火力)    （ ６，９２３）   （ ５，４６０） （  １，４６３） （  ２６．８） 

合   計 ３７，４６２  ３８，１４３   △   ６８１   △  １．８  
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３．収   支 

 
   営業収益（売上高）は、平成１４年１０月からの電気料金引下げや他電力会社向けの 
融通収入の減により、前年度に比べ２２８億円減収の５，６１８億円となりました。 
 
   一方、営業費用は、退職者の増に伴う人件費の増加などがありましたが、需要減や 
豊水による燃料費の減少に加え、償却進捗に伴い減価償却費が減少したことなどから、 
前年度に比べ１３７億円減少し、５，０１９億円となりました。 

 
    この結果、営業利益は、前年度に比べ９０億円減益の５９９億円となりましたが、 
有利子負債の削減に伴う支払利息の減少などにより営業外損益が９４億円改善したため、 
経常利益は、前年度に比べ３億円増益の４０８億円、当期純利益は１７億円増益の 
２７４億円となりました。 

 

４．利 益 配 分 

 
（１）配  当 
    
   平成１５年度の中間配当金は、１株につき２５円といたしました。 
   期末配当金につきましても、１株につき２５円を予定しています。 
   この結果、１株当たり年間配当金は５０円となります。 

（２）自己株式の消却 
    
   平成１５年度において、７０１万株の自己株式の買受けを実施しました。 
  買受けた自己株式については、５００万株を株主利益の増進と資本効率の向上を目的と 
して消却しました。 

 
＜自己株式の買受けおよび保有状況（四国電力単独）＞ 

 株    数 金    額 

平 成 １４ 年 度 末 残 高 ５１５万株 ８７億円 

買   受   け ７０１万株 １３３億円 
 
自 己 株 式 消 却 △ ５００万株 △ ９０億円 

平 成 １５ 年 度 末 残 高 ７１６万株 １３０億円 
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連 結 収 支 比 較 表 
 

(単位：億円、％) 

比   較  
１５ 年 度 

（Ａ） 

１４ 年 度 

（Ｂ） 
前 年 差 
(Ａ－Ｂ) 

対 前 年 
伸 び 率 

電灯電力収入 ４,３２３ ４,４５４ △ １３１ △   ２.９ 

融 通 収 入 ６４９ ７２２ △  ７２ △ １０.１ 

その他収入 １１８ １２５ △   ７ △  ５.７ 

電

気

事

業  

小  計 

 

５,０９０ 

 

５,３０２ 

 

△ ２１１ 

 

△  ４.０ 

そ の 他 事 業 １,２５０ １,１９６ ５４ ４.５ 

相 殺 ・ 消 去 △  ７２２ △  ６５１ △  ７１ １１.０ 

営 

 

業 

 

収 

 

益 
 

合    計 

 

５,６１８ 

 

５,８４７ 

 

△ ２２８ 

 

△  ３.９ 

人 件 費 ７８５ ７４７ ３８ ５.１ 

燃 料 費 ４５７ ５３７ △  ７９ △ １４.９ 

購入電力料 ４９０ ４５３ ３６ ８.１ 

減価償却費 ８８６ ９５７ △  ７１ △  ７.５ 

修 繕 費 ５９７ ６３５ △  ３８ △  ６.１ 

その他費用 １,２９５ １,２９３ １   ０.２ 

電 

 

気 

 

事 

 

業  

小  計 

 

４,５１３ 

 

４,６２６ 

 

△ １１３ 

 

△  ２.４ 

そ の 他 事 業 １,２２５ １,１８０ ４５ ３.８ 

相 殺 ・ 消 去 △  ７１９ △  ６５０ △  ６９ １０.７ 

営 

 

 

業 

 

 

費 

 

 

用 

 

合   計 

 

５,０１９ 

 

５,１５６ 

 

△ １３７ 

 

△  ２.７ 

営 業 利 益 
５９９ 

       [５６８] 

６９０ 

[６６７] 

△  ９０ 

[△   ９８] 

△ １３.１ 

[△ １４.７] 

 支 払 利 息 ほ か １９１ ２８５ △  ９４ △ ３３.１ 

経 常 利 益 
４０８ 

       [３７８]  

４０５ 

[３８５] 

   ３  

[△    ６] 

   １.０ 

 [△  １.７] 

渇水準備金引当 ８ － ８ － 
 
法 人 税 ほ か １２６ １４８ △  ２２ △ １５.１ 

当 期 純 利 益 
２７４ 

       [２５４]  

２５６ 

[２４６] 

１７ 

  [   ８] 

６.９ 

[  ３.４] 

  (注)［ ］内は、四国電力単独決算値 
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Ⅱ．次期の見通し 

１．電 力 需 要 

   平成１６年度の電灯・電力需要は、前年度に比べ、０．４％増の２６４億kWh程度、 
これに他電力への融通送電を加えた総販売電力量は、前年度に比べ、７．５％減の 
３１２億kWh程度と想定しています。 
   (単位：百万kWh) 

 １６年度予想 １５年度実績 前 年 差 対前年伸び率 

電     灯     ９，００２     ８，８５８         １４４       １．６％ 

電     力   １７，３６５   １７，４１５     △  ５０   △ ０．３％ 

計   ２６，３６７   ２６，２７３           ９４       ０．４％ 

(再掲)特定規模需要   （８，７７３）   （４，８５５）   （３，９１８）  

融  通  等 ４，７８６  ７，４１８   △ ２，６３２    △３５．５％ 

総販売電力量 ３１，１５３  ３３，６９１  △ ２，５３８    △ ７．５％ 

       (注)１６年度の特定規模需要は、高圧５００kW以上のお客さまに拡大している。 

 

２．業 績 予 想 

＜連結範囲の拡大＞ 
１６年度以降、連結子会社は、従来の４社（ＳＴＮｅｔ、四国計測工業、四電ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ、 
四電ﾋﾞｼﾞﾈｽ）から、四電ｴﾅｼﾞｰｻｰﾋﾞｽ、四電技術ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ、四国総合研究所、ﾈｯﾄｳｪｰﾌﾞ四国、  
よんでんﾗｲﾌｹｱの５社を加えた９社とする予定。 
なお、持分法適用会社は、従来どおり四電工のみ。 

 
   電気事業の売上高は、融通収入の減から減収となる見込みですが、その他事業の売上高 
が、連結範囲の拡大に伴い増加するため、売上高合計では、前年度に比べ約１％増収の 
５，７００億円程度と見込んでおります。 
 
   一方、費用は、燃料価格の上昇に伴い燃料費が増加しますが、前年度に引き続き、減価 
償却費や支払利息が減少することなどから、経常利益はほぼ前年度並みの４１０億円程度、
当期純利益は２７５億円程度と見込んでおります。 
   (単位：億円) 

 １６年度予想 １５年度実績 前 年 差 対前年伸び率 

売 上 高 ５，７００  ５，６１８  ８２  １％  

営 業 利 益 ５６０  ５９９  △ ３９  △  ７％  

経 常 利 益 ４１０  ４０８   ２    ０％  

当 期 純 利 益 ２７５  ２７４   １    ０％  

1株当たり当期純利益 １０７円 １０５円   ２円  －  

 [主要諸元] 

為替ﾚｰﾄ (円/＄) １１０円 １１３円 

原油 CI F (＄/ b ) ３０＄ ２９.４＄ 

石炭 CIF(＄/ｔ) ５４＄ ３５.９＄ 

原子力設備利用率（％） ７６.８％ ８４.９％ 
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財 政 状 態 

Ⅰ．当期の概況 

１．キャッシュ・フロー 

   営業活動によるキャッシュ・フローは、償却進捗に伴い減価償却費が減少したことなど 
  から、前年度に比べ１３０億円減少し、１，４２５億円となりました。 
 
   投資活動によるキャッシュ・フローは、前年度に比べ８億円減少の６８５億円となりま 
した。 
 
   この結果、差し引きのフリーキャッシュ・フローは、前年度に比べ１２１億円減少の 
７４０億円となりました。 
 
   このフリーキャッシュ・フローを活用し、 
    ・社債・借入金 ４７７億円の削減 
    ・配当金 １３０億円の支払い 
    ・自己株式 １３３億円の買受け 
  を行ったことから、財務活動によるキャッシュ・フローは、７４１億円の支出となり、 
現金および現金同等物が１億円減少いたしました。 

 
  ◇キャッシュ・フローの概要 

(単位：億円) 
 １５ 年 度 １４ 年 度 差  引 
当 期 純 利 益 ２７４ ２５６ 

減 価 償 却 費 ９８７ １，０５６ 

そ の 他 １６３ ２４２ 

 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

計 １，４２５ １，５５５ △ １３０ 

投資活動によるキャッシュ・フロー △  ６８５ △  ６９３  ８ 

フ リ ー キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー ７４０ ８６１ △ １２１ 

社債･借入削減額 △  ４７７ △  ６１９ 

配当金支払額 △  １３０ △  １３３ 

自己株式買受け △  １３３ △  １３１ 
財務活動による 
キャッシュ・フロー 

計 △  ７４１ △  ８８３ 

 

   

現金および現金同等物の減少額 △    １ 
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２．資産・負債・資本 

   事業用資産の償却が進捗したことなどから、資産は、前年度末に比べ３９４億円減少し 
  １兆４，０５６億円となりました。 
 
   一方、負債は、社債・借入金を４７３億円削減したことなどから、前年度末に比べ４６３ 
  億円減少し、１兆２６４億円となりました。 
 
   また、資本は、自己株式の保有残高が増加(資本は減少)しましたが、配当金や自己株式 
消却額を上回る利益を確保できたことや、株価の回復により株式の評価差額金が増加した 
ことから、前年度末に比べ６９億円増加し、３,７８１億円となりました。 

 
(単位：億円) 

 
１５年度末 
（Ａ） 

１４年度末 
（Ｂ） 

対前年度末増減 
（Ａ－Ｂ） 

資 産 
(うち事業用資産) 

    １４，０５６ 
  （１１，０２７） 

１４，４５０ 
  （１１，４２５） 

△ ３９４  
（ △ ３９７） 

負 債 
(うち社債･借入金) 

    １０，２６４ 
   （  ７，２９１） 

１０，７２７ 
 （  ７，７６５） 

 △ ４６３  
    （ △  ４７３） 

資 本 
(うち利益剰余金) 
(うち評価差額金) 
( うち自己株式 ) 

      ３，７８１ 
   （  ２，０２８） 
   （     ８０） 
   （ △   １３４） 

        ３，７１２ 
    （  １，９５６） 
   （     ４０） 
   （ △     ９１） 

６９  
  （     ７１） 
   （     ４０） 
   （ △     ４３） 

 
 

Ⅱ．次期の見通し 

 
   営業活動によるキャッシュ・フローは１，５００億円程度、投資活動によるキャッシュ・ 
  フローは７００億円程度を見込んでおります。 
 
   差し引きのフリーキャッシュ・フロー８００億円程度については、社債・借入金の削減、 
  配当、自己株式の買受けに配分・活用してまいります。 
 
   以上を通じて、引き続き総資産および社債・借入金の圧縮を進め、「資産効率の向上」 
ならびに「財務体質の強化」を図ります。 
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Ⅲ．キャッシュ・フロー指標のトレンド 

 

 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度 １５年度 

株 主 資 本 比 率 ２３．３％ ２４．２％ ２４．３％ ２５．７％ ２６．９％ 

時価ベースの株主資本比率 ２２．０％ ３０．３％ ３１．３％ ３３．９％ ３５．１％ 

債 務 償 還 年 数 ６．３年 ４．９年 ４．９年 ５．０年 ５．１年 

インタレスト・ガバレッジ・レシオ ４．５  ５．４  ５．５  ５．６  ６．８  
   

(注) 株主資本比率：株主資本／総資産 
  時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 
  債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
  インタレスト･ガバレッジ･レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
 
※ 各指標はいずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 
※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数により算出しております。 
※ 営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを 
使用しております。有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち、社債、長期借入金 
（いずれも１年以内に期限到来のものを含みます）、短期借入金およびコマーシャル・ペーパーを対象 
としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用 
しております。 
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連 結 財 務 諸 表 等 
 

（１）連 結 貸 借 対 照 表  

（単位：百万円） 

科   目 当連結会計年度 (A) 
(平成 16年 3月 31日現在) 

前連結会計年度 (B) 
(平成 15年 3月 31日現在) 

対 前 期 増 減 
（Ａ－Ｂ） 

( 資 産 の 部 )    

Ⅰ 固 定 資 産    
(1) 有形及び無形固定資産    
 1 水 力 発 電 設 備 ８７,６８５ ９１,７７３ △   ４,０８７ 
 2 汽 力 発 電 設 備 １６２,３８３ １７０,３０７ △   ７,９２４ 
 3 原 子 力 発 電 設 備 １４７,５８３ １６１,１１０ △  １３,５２７ 
 4 送 電 設 備 ２４５,９２９ ２５８,４８４ △  １２,５５４ 
 5 変 電 設 備 １３５,６６１ １４６,１２８ △  １０,４６６ 
 6 配 電 設 備 ２１１,９５２ ２１３,９７３ △   ２,０２１ 
 7 そ の 他 の 設 備 １１１,５５４ １００,７４３ １０,８１１ 
 8 建設及び除却仮勘定 １５,６９９ １４,４２９ １,２７０ 
 有形及び無形固定資産合計 １,１１８,４５０ １,１５６,９５０ △  ３８,４９９ 
      
(2) 核 燃 料    
 1 装 荷 核 燃 料 ２０,５８０ １８,６５２ １,９２７ 
 2 加 工 中 等 核 燃 料 ８５,８８０ ８０,２８５ ５,５９４ 
 核 燃 料 合 計 １０６,４６１ ９８,９３８ ７,５２２ 
      
(3) 投資その他の資産    
 1 長 期 投 資 ４３,５５２ ４０,８１８ ２,７３３ 
 2 繰 延 税 金 資 産 ３１,０３４ ３１,８２６ △     ７９２ 
 3 そ の 他 の 投 資 等 ２５,９９４ ３６,０６４ △  １０,０７０ 
 4 貸 倒 引 当 金 △      ２８ △     ３２ ３ 
 投資その他の資産合計 １００,５５１ １０８,６７７ △   ８,１２５ 
      

固 定 資 産 合 計 １,３２５,４６３ １,３６４,５６６ △  ３９,１０２ 

      
Ⅱ 流 動 資 産    
 1 現 金 及 び 預 金 ６,７４９ ６,３１４ ４３５ 
 2 受取手形及び売掛金 ５０,６７７ ５２,５４５ △   １,８６７ 
 3 た な 卸 資 産 １２,７１１ １４,９３３ △   ２,２２２ 
 4 繰 延 税 金 資 産 ５,１５７ ４,１６０ ９９６ 
 5 そ の 他 の 流 動 資 産 ５,０８１ ２,８０２ ２,２７８ 
 6 貸 倒 引 当 金 △     ２１０ △    ２８１ ７０ 

流 動 資 産 合 計 ８０,１６６ ８０,４７５ △     ３０９ 

資 産 合 計 １,４０５,６２９ １,４４５,０４１ △  ３９,４１１ 
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（単位：百万円） 

科   目 当連結会計年度 (A) 
(平成 16年 3月 31日現在) 

前連結会計年度 (B) 
(平成 15年 3月 31日現在) 

対 前 期 増 減 
（Ａ－Ｂ） 

( 負 債 の 部 )    

Ⅰ 固 定 負 債    
 1 社 債 ３００,０００ ２８０,０００ ２０,０００ 
 2 長 期 借 入 金 ２４３,９４３ ２９４,３５４ △  ５０,４１１ 
 3 退 職 給 付 引 当 金 ４４,３５５ ５０,５７５ △   ６,２１９ 
 4 使用済核燃料再処理引当金 １１９,１５８ １１０,０２７ ９,１３０ 
 5 原子力発電施設解体引当金 ５２,４８７ ５１,９７１ ５１５ 
 6 日本国際博覧会出展引当金 ５０ ２５ ２５ 
 7 そ の 他 の 固 定 負 債 ４，０９１ ５,８５７ △   １,７６５ 

固 定 負 債 合 計 ７６４,０８７ ７９２,８１２ △  ２８,７２５ 

      
Ⅱ 流 動 負 債    
 1 1 年以内に期限到来の固定負債 ５６,７３１ ７７,６８８ △  ２０,９５７ 
 2 短 期 借 入 金 ５７,５００ ５７,５００ － 
 3 コマーシャル･ペーパー ７１,０００ ６７,０００ ４,０００ 
 4 支払手形及び買掛金 ２４,７７７ ２７,０１８ △   ２,２４０ 
 5 未 払 税 金 １６,６２９ １４,９４９ １,６８０ 
 6 そ の 他 の 流 動 負 債 ３４,８１１ ３５,８１４ △   １,００３ 

流 動 負 債 合 計 ２６１,４５０ ２７９,９７０ △  １８,５１９ 

      
Ⅲ 特別法上の引当金    
 渇 水 準 備 引 当 金 ８６７ － ８６７ 
      

負 債 合 計 １,０２６,４０５ １,０７２,７８２ △  ４６,３７７ 

( 少数株主持分 )    

 少 数 株 主 持 分 １,０６４ １,０２９ ３５ 
      

( 資 本 の 部 )    

 Ⅰ 資 本 金 １４５,５５１ １４５,５５１ － 
 Ⅱ 資 本 剰 余 金 ３５,１９８ ３５,１９８ － 
 Ⅲ 利 益 剰 余 金 ２０２,８１３ １９５,６１８ ７,１９４ 
 Ⅳ その他有価証券評価差額金 ８,０８３ ４,０４４ ４,０３８ 
 Ⅴ 自 己 株 式 △  １３,４８６ △   ９,１８３ △   ４,３０２ 

資 本 合 計 ３７８,１６０ ３７１,２２９ ６,９３０ 

      

負 債 、 少 数 株 主 持 分 
及 び 資 本 合 計 １,４０５,６２９ １,４４５,０４１ △  ３９,４１１ 
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（２）連 結 損 益 計 算 書  

（単位：百万円） 

科   目 
当連結会計年度 (A) 
平成 15 年 4月 1日から 
平成 16 年 3 月 31 日まで 

前連結会計年度 (B) 
平成 14 年 4月 1日から 
平成 15 年 3 月 31 日まで 

対 前 期 増 減 
（Ａ－Ｂ） 

    

Ⅰ 営 業 収 益 ５６１,８９１ ５８４,７４３ △  ２２,８５１ 
 1 電 気 事 業 営 業 収 益 ５０８,２１２ ５２９,５３１ △  ２１,３１９ 
 2 そ の 他 の 売 上 高 ５３,６７９ ５５,２１２ △   １,５３２ 
      
Ⅱ 営 業 費 用 ５０１,９０５ ５１５,６７７ △  １３,７７２ 
 1 電 気 事 業 営 業 費 用 ４４９,２０９ ４６０,５６６ △  １１,３５７ 
 2 そ の 他 の 営 業 費 用    
  (a) 売 上 原 価 ４７,９０２ ５０,８６０ △   ２,９５８ 
  (b) 販売費及び一般管理費 ４,７９３ ４,２５０ ５４３ 
      

 営 業 利 益 ５９,９８６ ６９,０６６ △   ９,０７９ 
      
Ⅲ 営 業 外 収 益 １,７０８ １,０６６ ６４１ 
 1 受 取 配 当 金 ４７４ ３５８ １１６ 
 2 受 取 利 息 ４４ １４９ △    １０４ 
 3 持分法による投資利益 ６１２ ２８０ ３３１ 
 4 雑 収 入 ５７６ ２７８ ２９８ 
      
Ⅳ 営 業 外 費 用 ２０,８０９ ２９,６３２ △   ８,８２３ 
 1 支 払 利 息 １９,８６４ ２７,０６２ △   ７,１９７ 
 2 有 価 証 券 評 価 損 － １,７４５ △     １,７４５ 
 3 雑 損 失 ９４４ ８２４ １１９ 
      
 経 常 利 益 ４０,８８５ ４０,５００ ３８５ 
      
Ⅴ渇水準備金引当又は取崩し    

 渇 水 準 備 金 引 当 ８６７ － ８６７ 
      

 税金等調整前当期純利益 ４０,０１８ ４０,５００ △    ４８２ 

     
 法人税、住民税及び事業税 １４,６８９ １１,８３８ ２,８５０ 
 法 人 税 等 調 整 額 △   ２,１２９ ２,９６５ △   ５,０９４ 
             
 計 １２,５６０ １４,８０４ △   ２,２４３ 

 少 数 株 主 利 益 ４１ ４２ △       １ 

当 期 純 利 益 ２７,４１７ ２５,６５４ １,７６２ 
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（３）連 結 剰 余 金 計 算 書  

（単位：百万円） 

科   目 
当連結会計年度 (A) 
平成 15 年 4月 1日から 
平成 16 年 3 月 31 日まで 

前連結会計年度 (B) 
平成 14 年 4月 1日から 
平成 15 年 3 月 31 日まで 

対 前 期 増 減 
（Ａ－Ｂ） 

    

（資本剰余金の部）    

Ⅰ 資本剰余金期首残高 ３５,１９８ ３５,１４０ ５７ 

Ⅱ 資 本 剰 余 金 増 加 高 － ５７ △     ５７ 

  株 式 交 換 差 益 － ５７ △     ５７ 

Ⅲ 資本剰余金期末残高 ３５,１９８ ３５,１９８ － 

    
（利益剰余金の部）    

Ⅰ 利益剰余金期首残高 １９５,６１８ １９２,７７１ ２,８４７ 

Ⅱ 利 益 剰 余 金 増 加 高 ２９,５３８ ２５,６５４ ３,８８３ 

 1 当 期 純 利 益 ２７,４１７ ２５,６５４ １,７６２ 

 2 連結子会社と非連結子会社との   合併による剰余金増加高 ２,１２０ － ２,１２０ 

Ⅲ 利 益 剰 余 金 減 少 高 ２２,３４３ ２２,８０６ △    ４６３ 

 1 配 当 金 １３,０３７ １３,３２４ △    ２８７ 
 2 役 員 賞 与 ２１４ １４１ ７３ 
 3 自 己 株 式 消 却 額 ９,０９０ ９,３４０ △    ２４９ 

Ⅳ 利益剰余金期末残高 ２０２,８１３ １９５,６１８ ７,１９４ 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書  

（単位：百万円） 

科   目 
当連結会計年度 (A) 
平成 15 年 4月 1日から 
平成 16 年 3 月 31 日まで 

前連結会計年度 (B) 
平成 14 年 4月 1日から 
平成 15 年 3 月 31 日まで 

対 前 期 増 減 
（Ａ－Ｂ） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    
 税金等調整前当期純利益 ４０,０１８ ４０,５００ △     ４８２ 
  減価償却費 ９８,７１４ １０５,６８２ △  ６,９６８ 
  核燃料減損額 １０,１２８ １０,７２５ △    ５９７ 
  使用済核燃料再処理工程損 １,２０３ ３,４５３ △  ２,２５０ 
  固定資産除却損 ４,７０２ ４,４９３ ２０９ 
  退職給付引当金の減少額 △   ６,３８０ △   ２,２４２ △  ４,１３７ 
  使用済核燃料再処理引当金の増加額 ９,１３０ ５,３９４ ３,７３５ 
  原子力発電施設解体引当金の増加額 ５１５ ３,０７３ △  ２,５５７ 
 貸倒引当金の増加額又は減少額(△)  △       ７８ ３３ △    １１２ 
  渇水準備引当金の増加額 ８６７ － ８６７ 
  前払年金費用の増加額 △    １,７３３ △   ６,９９７ ５,２６４ 
  売掛債権の減少額 ２,３６８ ２,６７７ △   ３０８ 
  たな卸資産の減少額 ２,６９５ ６,７５６ △  ４,０６１ 
  買掛債務の減少額 △    ２,８４９ △    １,３９６ △   １,４５２ 
  持分法による投資利益 △      ６１２ △      ２８０ △    ３３１ 
  支払利息 １９,８６４ ２７,０６２ △  ７,１９７ 
  その他 △    ３,３４３ △   ４,０６７ ７２３ 
 小   計 １７５,２１１ １９４,８６９ △ １９,６５７ 
     
  利息及び配当金の受取額 ５７０ ６０１ △      ３０ 
  利息の支払額 △  ２０,９９４ △  ２７,９９４ ７,０００ 
  法人税等の支払額 △  １２,２７２ △  １１,９３４ △   ３３８ 
 営業活動によるキャッシュ・フロー １４２,５１４ １５５,５４１ △ １３,０２６ 

    
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    
 固定資産の取得による支出 △  ７０,８３８ △  ６８,１１１ △  ２,７２７ 
 固定資産の売却による収入 １,２０３ ２９２ ９１０ 
 投融資による支出 △    １,０６０ △   ４,２６８ ３,２０８ 
 投融資の回収による収入 ２,１５６ ２,７０４ △    ５４８ 
 投資活動によるキャッシュ・フロー △   ６８,５３９ △   ６９,３８３ ８４３ 
     
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    
  社債の発行による収入 ４０,０００ ８０,０００ △ ４０,０００ 
  社債の償還による支出 △   ４７,２５０ △  ５０,０００ ２,７５０ 
  長期借入れによる収入 ７,０００ １,５００ ５,５００ 
  長期借入金の返済による支出 △  ５１,４７９ △   ６４,１１７ １２,６３８ 
  短期借入金の減少(純額) － △   ２,３００ ２,３００ 
  ｺﾏｰｼｬﾙ･ﾍﾟｰﾊﾟｰの増加又は減少(△)(純額) ４,０００ △  ２７,０００ ３１,０００ 
  配当金の支払額 △  １３,０３５ △  １３,３２０ ２８５ 
  自己株式の取得による支出 △  １３,３４０ △  １３,１２３ △    ２１７ 
  少数株主に対する配当金の支払額 △        ３ △       ３ △      ０ 
 財務活動によるキャッシュ・フロー △   ７４,１０８ △  ８８,３６４ １４,２５５ 
      
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  － － － 
Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 △      １３３ △    ２,２０５ ２,０７２ 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 ６,３１４ ８,５１９ △  ２,２０５ 
Ⅶ 連結子会社と非連結子会社との 
合併による現金及び現金同等物の増加額  ５６８ － ５６８ 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 ６,７４９ ６,３１４ ４３５ 
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（５）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項  
 
 １．連結の範囲に関する事項 

連結財務諸表の作成にあたり、当社は、主要な子会社として、㈱ＳＴＮｅｔ、四国計測工業㈱、四電   
エンジニアリング㈱及び四電ビジネス㈱の４社を連結の範囲に含めている。 
連結の範囲から除外した非連結子会社は、その総資産、売上高、当期純損益、利益剰余金等の規模から 
みて、これらを連結の範囲から除いても、連結財務諸表に及ぼす影響に重要性がない。 
なお、四電産業㈱、愛媛総合ビジネス㈱、徳島総合ビジネス㈱及び高知総合ビジネス㈱は、平成 15 年   
4月1日、四電産業㈱を存続会社として合併し、四電ビジネス㈱に商号変更した。 
また、テクノ・クリエイト㈱は、平成15年8月11日付で清算を結了した。 

 
    非連結子会社は以下の１１社である。 
      ㈱四国総合研究所、四電エナジーサービス㈱、㈱四電技術コンサルタント、伊方サービス㈱、 
      徳島綜合自動車㈲、㈱ネットウェーブ四国、四国航空㈱、テクノ・サクセス㈱、 

Yonden Afforestation Australia Pty.Ltd .(四国電力豪州植林㈱)、㈱よんでんメディアワークス､ 
㈱よんでんライフケア 
 

 ２．持分法の適用に関する事項 

    非連結子会社１１社及び関連会社５社のうち、関連会社㈱四電工に対する投資について、持分法を適用 
   している。 
    適用外の非連結子会社１１社及び関連会社４社は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響
が軽微であり、かつ、全体としてもその影響に重要性がない。 

 
    持分法を適用しない関連会社は以下の４社である。 
      ㈱ケーブルメディア四国、エコ・テック㈱、橘火力港湾サービス㈱、四変テック㈱ 
 
 ３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

    連結子会社の決算日は、連結決算日と一致している。 
 
 ４．会計処理基準に関する事項 

  （１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

     ① 有価証券 
        その他有価証券 
         時価のあるもの ･････ 決算日の市場価格等に基づく時価法 
                   （評価差額は全部資本直入法により処理） 
         時価のないもの ･････ 移動平均法による原価法 

     ② たな卸資産 ･････････････ 総平均法による原価法 
 
  （２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

     ① 償却方法 
        ・有形固定資産 ･･･････ 定率法 
        ・無形固定資産 ･･･････ 定額法 

     ② 耐用年数 
         法人税法に定める耐用年数 
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  （３）重要な引当金の計上基準 
     ① 貸倒引当金 

売掛債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別の回収可能性に基づき、回収不能見込額を計上している。 

     ② 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の 
見込額に基づき計上している。 
過去勤務債務については、発生連結会計年度に一括費用処理又は発生連結会計年度より５年
間の定額法により費用処理している。 
数理計算上の差異については、発生連結会計年度の翌連結会計年度より５年又は１０年間の
定額法により費用処理している。 

     ③ 使用済核燃料再処理引当金 
          使用済核燃料の再処理に要する費用に充てるため、使用済核燃料再処理費の期末要支払額の 

   ６０％を計上する方法によっている。 

     ④ 原子力発電施設解体引当金 
         原子力発電施設の解体に要する費用に充てるため、解体費の総見積額を基準とする額を原子力

発電実績に応じて計上している。 

     ⑤ 日本国際博覧会出展引当金 
日本国際博覧会への出展費用に充てるため、総出展費用見込額を期間配分方式により計上 
している。 

     ⑥渇水準備引当金 
        渇水による損失に備えるため、電気事業法第３６条の定めるところにより、経済産業省令  

(渇水準備引当金に関する省令)に基づき計上している。 
 
  （４）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

 
  （５）重要なヘッジ会計の方法 

実需取引に基づいて発生する原債権・債務や今後の予定取引に係る金利変動リスクや為替変動 
リスク等を回避するため、金利スワップ、為替予約等のデリバティブ取引を活用している。 
当該取引に、繰延ヘッジ処理を適用している。なお、為替予約等について振当処理の要件を満た
している場合には振当処理を、金利スワップについて特例処理の要件を満たしている場合には  
特例処理を適用している。 

 
  （６）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

① 当社企業集団の主たる事業は電気事業であるため、連結財務諸表の用語及び様式については、 
「電気事業会計規則」に準じて記載している。 

     ② 消費税等の会計処理方法 

        消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。       
   
 ５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

    連結子会社の資産及び負債の評価は、全面時価評価法によっている。 
 
 ６．連結調整勘定の償却に関する事項 

    連結調整勘定の償却は、発生年度以降５年間で均等償却している。 
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 ７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて  
作成している。 

 
 ８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における現金及び現金同等物は、現金及び預金、容易に換金可能であり、
かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期 
投資からなる。 

 
 
 

（６）表示方法の変更  

[連結貸借対照表関係] 
電気事業会計規則の改正により、当連結会計年度から「投資等」を「投資その他の資産」に名称       
変更した｡ 
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注 記 事 項 

（連結貸借対照表関係）  
（単位：百万円） 

項        目 
当 連 結 会 計 年 度 
(平成 16 年 3 月 31 日現在) 

前 連 結 会 計 年 度 
(平成 15 年 3 月 31 日現在) 

１．有形及び無形固定資産の内訳 

   有 形 固 定 資 産 
   無 形 固 定 資 産  

 

１,０７６,６７７ 
４１,７７２ 

 

１,１１５,２０４ 
４１,７４５ 

２．有形固定資産の減価償却累計額 １,８２４,４８１ １,７３３,４０１ 

３．固定資産の取得価額は、工事費負担金等の受入れのため 
 下記の金額が圧縮記帳されている。 

   水 力 発 電 設 備 
   汽 力 発 電 設 備 
   原 子 力 発 電 設 備 
   送 電 設 備 
   変 電 設 備 
   配 電 設 備 
   そ の 他 の 設 備 

        計 

 
 

７,８６６ 
５６９ 
６３ 

９,６７３ 
１,４５１ 
３,７４２ 
３,８３９ 

２７,２０７ 

 
 

７,８６６ 
３２３ 
６３ 

９,６６６ 
１,３３９ 
３,４９５ 
  ２,３２９ 

２５,０８４ 

４．非連結子会社及び関連会社の株式 １３,０６２ １２,３１５ 

５．未払税金には、次の税額が含まれている。 

   法 人 税 及 び 住 民 税 
   事 業 税 
   電 源 開 発 促 進 税 
   事 業 所 税 
   消 費 税 等 
   諸         税 

        計 

 

８,１９２ 
３,２９２ 
９４７ 
１３２ 
４,０６４ 
１ 

１６,６２９ 

 

５,８４０ 
３,２７０ 
９８３ 
１２６ 
４,７２６ 
１ 

１４,９４９ 

６．担 保 資 産 
    提出会社の総財産は、社債・日本政策投資銀行からの 
  借入金の一般担保に供している。 

   社 債 (1 年以内に償還すべき金額を含む) 
   日本政策投資銀行借入金 (1 年以内に返済すべき金額を含む) 
   債務履行引受契約により譲渡した社債 

 
 
 

３２０,０００ 
７４,７３８ 
８０,０００ 

 
 
 

３２７,２５０ 
９１,０６７ 
１４０,０００ 

７．偶 発 債 務 
 (1) 保 証 債 務 
   ・日本原燃㈱ 
     社債・日本政策投資銀行ほかからの借入金に対する 
    連帯保証債務 
   ・㈱ケーブルメディア四国 

日本政策投資銀行からの借入金に対する連帯保証債務  
   ・原燃輸送㈱ 

日本政策投資銀行ほかからの借入金に対する連帯保証債務
   ・従業員 
     従業員の持家財形制度による㈱みずほ銀行ほかか
らの借入金に対する連帯保証債務 

          計 

 
 

６６,５９１ 
 
 

１,９０４ 
 

３３４ 
 

２０,９０８ 

 

８９,７３９ 

 
 

６２,５２４ 
 
 

２,０９３ 
 

４０４ 
 

  ２０,６７０ 

 

８５,６９２ 
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（単位：百万円） 

項        目 
当 連 結 会 計 年 度  
(平成 16 年 3 月 31 日現在) 

前 連 結 会 計 年 度 
(平成 15 年 3 月 31 日現在) 

(2) 社債の債務履行引受契約に係る偶発債務 

  〔銘  柄〕   〔債務の履行引受金融機関〕 

第216回社債 ： ㈱三井住友銀行  
第217回社債 ： ㈱三井住友銀行 
第218回社債 ： ㈱みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行 
第221回社債 ： ㈱三井住友銀行､㈱みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行 
  第222回社債 ： ㈱みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行 
  第223回社債 ： ㈱みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行 

        計 

 

 

－ 
－ 
－ 

３０,０００ 
３０,０００ 
２０,０００ 

８０,０００ 

第221 回社債のうち20,000
百万円及び第222回､第223回
社債は、金融商品に係る会計 
基準における経過措置を適用
した債務履行引受契約を締結
している。 

 

 

２０,０００ 
２０,０００ 
２０,０００ 
３０,０００ 
３０,０００ 
２０,０００ 

１４０,０００ 

第221 回社債のうち20,000
百万円及び第222回､第223回
社債は､金融商品に係る会計
基準における経過措置を適用
した債務履行引受契約を締結
している。 

８．自己株式の保有数 

連結会社､持分法を適用
した関連会社が保有する
自己株式の数は､普通株式
7,592,366株である。 

 連結会社､持分法を適用
した関連会社が保有する
自己株式の数は､普通株式
5,529,405株である。 
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（連結損益計算書関係）  
（単位：百万円） 

項        目 

当 連 結 会 計 年 度 
平成 15年 4月 1 日から 
平成 16 年 3 月 31 日まで 

前 連 結 会 計 年 度 
平成 14年 4月 1 日から 
平成 15 年 3 月 31 日まで 

１．引当金繰入額 

   退 職 給 付 引 当 金 
   使用済核燃料再処理引当金 
   原子力発電施設解体引当金 
   日本国際博覧会出展引当金 
 

 

１４,０５６ 
１０,２５０ 
５１５ 
２５ 

 

 

１２,９１１ 
８,８４２ 
３,０７３ 
２５ 

 

２．販売費及び一般管理費内訳 

 

 

 

 

 

 

(1)｢電気事業営業費用｣の内訳 

(2)｢その他の営業費用｣の
｢販売費及び一般管理費｣
の主な内訳は次のとおり
である。 

 

(1)｢電気事業営業費用｣の内訳 

(2)｢その他の営業費用｣の
｢販売費及び一般管理費｣
の主な内訳は次のとおり
である。 

３．一般管理費及び製造費用に含まれる研究開発費 ５,９２２ ６,２５１ 

 
 
（連結キャッシュ・フロー計算書関係）  

（単位：百万円） 

項        目 
当 連 結 会 計 年 度 
(平成 16 年 3 月 31 日現在) 

前 連 結 会 計 年 度 
(平成 15 年 3 月 31 日現在) 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲
記されている科目の金額との関係 

   現金及び預金勘定 
 
現金及び現金同等物 

 
 

６,７４９ 
 

６,７４９ 

 
 

６,３１４ 
 

６,３１４ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

販売費及び一般管理費以外 365,169  
販売費及び一般管理費 86,162  
（ 給 料 手 当 ） ( 21,058 )
（退職給与金） ( 19,923 )
（ そ の 他 ） ( 45,180 )

451,331  
(△2,121 )
449,209  

計
内部取引消去額
合　　　計

販売費及び一般管理費 9,048  
（ 人 件 費 ） ( 4,589 )
（減価償却費） ( 997 )
（ そ の 他 ） ( 3,461 )

(△4,254 )
4,793  合　　　計

内部取引消去額

販売費及び一般管理費以外 381,111  
販売費及び一般管理費 81,553  
（ 給 料 手 当 ） ( 21,776 )
（退職給与金） ( 15,619 )
（ そ の 他 ） ( 44,158 )

462,664  
(△2,097 )
460,566  

計
内部取引消去額
合　　　計

販売費及び一般管理費 7,995  
（ 人 件 費 ） ( 4,128 )
（減価償却費） ( 989 )
（ そ の 他 ） ( 2,878 )

(△3,745 )
4,250  合　　　計

内部取引消去額
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リ ー ス 取 引 関 係 

 
    ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため、記載を省略しております。 
 
 

有 価 証 券 関 係 
 
１． 時価のある有価証券 

（単位：百万円） 

種        類 
当 連 結 会 計 年 度 
(平成 16 年 3 月 31 日現在) 

前 連 結 会 計 年 度 
(平成 15 年 3 月 31 日現在) 

そ の 他 有 価 証 券 取得原価 
連結貸借 
対 照 表 
計 上 額 

差 額 取得原価 
連結貸借 
対 照 表 
計 上 額 

差 額 

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの)  
株        式 

2,928 15,341 12,413 2,636 8,865 6,229 

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの)  
株        式 

3 2 △   1 294 247 △ 46 

合        計 2,931 15,343 12,412 2,930 9,112 6,182 

 
２． 時価評価されていない主な有価証券 

（単位：百万円） 

種        類 
当 連 結 会 計 年 度 
(平成 16 年 3 月 31 日現在) 

前 連 結 会 計 年 度 
(平成 15 年 3 月 31 日現在) 

そ の 他 有 価 証 券 連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

1.非上場株式(店頭売買株式を除く) 
2.出 資 証 券 

２０,６３６ 
１,００２ 

２０,６８５ 
１,０３７ 

合        計 ２１,６３９ ２１,７２２ 

 
 

デリバティブ取引関係 

    ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため、記載を省略しております。 
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退 職 給 付 関 係 
 
 
 
１． 採用している退職給付制度の概要 
 
   当社及び一部の連結子会社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けて 
  いる。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合がある。 
   なお、一部の連結子会社は、確定拠出年金制度を設けている。 
 
 
 
２． 退職給付債務に関する事項 

（単位：百万円） 

 
当 連 結 会 計 年 度 
(平成 16 年 3 月 31 日現在) 

前 連 結 会 計 年 度 
(平成 15 年 3 月 31 日現在) 

（１）退 職 給 付 債 務 △ １８０,５９０ △ １６６,８４３ 

（２）年 金 資 産 １０９,８１０ ８９,９０９ 

（３）退 職 給 付 引 当 金 ４４,３５５ ５０,５７５ 

（４）前 払 年 金 費 用 △  １０,４０９ △   ８,６７６ 

計 △  ３６,８３４ △  ３５,０３５ 

（差引分内訳） 

未認識数理計算上の差異 △  ３６,８１５ △  ３５,２６８ 

未 認 識 過 去 勤 務 債 務 △      １８ ２３３ 

計 △  ３６,８３４ △  ３５,０３５ 

(注) 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用している。 

 

 

３． 退職給付費用に関する事項 
（単位：百万円） 

 
当連結会計年度 
平成 15年 4月 1 日から 
平成 16 年 3 月 31 日まで 

前連結会計年度 
平成 14年 4月 1 日から 
平成 15 年 3 月 31 日まで 

（１）勤 務 費 用 ５,８１２ (注)１ ５,８３４ (注)１ 

（２）利 息 費 用 ４,１５３  ４,１１２  

（３）期 待 運 用 収 益 △        ５３  △     ６０  

（４）過去勤務債務の費用処理額 △     ８１  △     ８４  

（５）数理計算上の差異の費用処理額 ４,１４７  ３,１１９  

（６）そ   の   他 ７,８４４ (注)２ ４,０１２ (注)２ 

（７）退 職 給 付 費 用 ２１,８２２  １６,９３３  

(注) 
１．簡便法を採用している連結子会社の退職給付引当金繰入額は、勤務費用に計上している。 
２．以下の割増退職金の支払額を含んでいる。 
当連結会計年度 7,728百万円、前連結会計年度 4,146百万円 
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４． 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
 

 
当連結会計年度 
平成 15年 4月 1 日から 
平成 16 年 3 月 31 日まで 

前連結会計年度 
平成 14年 4月 1 日から 
平成 15 年 3 月 31 日まで 

（１）退職給付見込額の期間配分方法    期間定額基準 同   左 

（２）割 引 率 ２.０％ 他 ２.５％ 

（３）期待運用収益率 ０.０％ 他 同   左 

（４）過去勤務債務の額の処理年数 
発生連結会計年度一括費用処理 
又は発生連結会計年度より５年 
間の定額法による処理 

同   左 

（５）数理計算上の差異の処理年数 
発生連結会計年度の翌連結会計 
年度より５年又は１０年間の定 
額法による処理 

同   左 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



【連結：四国電力】 

28 

税 効 果 会 計 関 係 
 
１． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（単位：百万円） 

 
当 連 結 会 計 年 度 
(平成 16 年 3 月 31 日現在) 

前 連 結 会 計 年 度 
(平成 15 年 3 月 31 日現在) 

繰 延 税 金 資 産   

  退 職 給 付 引 当 金 １２,９８０ １２,５６１ 

  使用済核燃料再処理引当金 ５,９０５ ５,９０５ 

  原子力発電施設解体引当金 ５,５８３ ５,５８３ 

  減価償却資産償却超過額 ６,６４６ ４,６８７ 

  未 実 現 利 益 ４,７４８ ４,５９７ 

  税 法 上 の 繰 延 資 産 １,５０８ ２,２７４ 

  そ の 他 ７,５９５ ６,２０８ 

繰 延 税 金 資 産 合 計 ４４,９６９ ４１,８１８ 

繰 延 税 金 負 債   

  前 払 年 金 費 用 △  ３,７５１ △  ３,１２８ 

  その他有価証券評価差額金 △  ４,４６８ △  ２,２２５ 

  そ の 他  △    ５５７  △    ４７７ 

繰 延 税 金 負 債 合 計 △  ８,７７７ △  ５,８３１ 

繰 延 税 金 資 産 の 純 額 ３６,１９１ ３５,９８７ 

 
 
 
２．  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と 
なった主要な項目別の内訳 
 

 
当 連 結 会 計 年 度 
(平成 16 年 3 月 31 日現在) 

前 連 結 会 計 年 度 
(平成 15 年 3 月 31 日現在) 

法定実効税率 
(調整) 
試験研究費及びＩＴ投資税額控除 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 

３６.０％ 

 
△  ４.６％ 

３１.４％ 

法定実効税率と法人税等の負
担率との間に重要な差異がない
ため、連結財務諸表規則第１５条
の５第３項に基づき記載を省略
している。 
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セ グ メ ン ト 情 報 

（ａ）事業の種類別セグメント情報 
 
 当連結会計年度（平成15年4月1日から平成16年3月31日まで）               （単位：百万円） 

 電気事業 その他事業 合  計 消去又は全社 連  結 

Ⅰ 売上高及び営業損益      

  売   上   高      
  (1)外部顧客に対する売上高 508,212 53,679 561,891 － 561,891 
  (2)セグメント間の内部売上高 
    又 は 振 替 高 

 
864 

 
71,411 

 
72,275 

 
△ 72,275 

 
－ 

計 509,076 125,091 634,167 △ 72,275 561,891 

  営  業  費  用 451,331 122,571 573,902 △ 71,996 501,905 

  営  業  利  益 57,745 2,520 60,265 △   278 59,986 

Ⅱ 資産､減価償却費及び資本的支出      
  資        産 1,324,296 134,762 1,459,059 △ 53,429 1,405,629 

  減 価 償 却 費 
  (核燃料減損額を含む) 

98,783 
 
10,973 
 
109,757 
 
△    914 108,842 

 

  資 本 的 支 出 64,216 10,282 74,498 △  1,399 73,099 
 
 前連結会計年度（平成14年4月1日から平成15年3月31日まで）               （単位：百万円） 

 電気事業 その他事業 合  計 消去又は全社 連  結 

Ⅰ 売上高及び営業損益      
  売   上   高      

  (1)外部顧客に対する売上高 529,531 55,212 584,743 － 584,743 
  (2)セグメント間の内部売上高 
    又 は 振 替 高 

 
669 

 
64,454 

 
65,124 

 
△ 65,124 

 
－ 

計 530,201 119,667 649,868 △ 65,124 584,743 

  営  業  費  用 462,664 118,029 580,693 △ 65,015 515,677 

  営  業  利  益 67,536 1,637 69,174 △   108 69,066 

Ⅱ 資産､減価償却費及び資本的支出      

  資        産 1,363,864 118,259 1,482,124 △ 37,082 1,445,041 

  減 価 償 却 費 
  (核燃料減損額を含む) 

106,519 11,091 117,611 △  1,202 116,408 

  資 本 的 支 出 63,837 7,263 71,101 △  1,351 69,749 

（注）１．事業区分の方法 ･･････ 事業活動における業務の種類を勘案して区分している。 
   ２．各区分に属する主要な製品の名称等 

事 業 区 分 主 要 な 製 品 ・ 事 業 活 動 

 電気事業 

 その他事業 
 

 電力供給 

 情報システムサービス、電気通信事業、電気機器等の製造・販売、電気・機械・ 
 土木・建築工事の施工、ビル経営・管理、資材販売、産業廃棄物の処理 など 

 
（ｂ）所在地別セグメント情報 
    当連結会計年度(平成 15 年 4 月１日から平成 16 年 3 月 31 日まで)及び前連結会計年度(平成 14 年 4 月１日    
から平成15年3月31日まで) 

     当社は、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社がないため、該当事項はない。 

（ｃ）海 外 売 上 高 
    当連結会計年度(平成 15 年 4 月１日から平成 16 年 3 月 31 日まで)及び前連結会計年度(平成 14 年 4 月１日    
から平成15年3月31日まで) 

     海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 
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関連当事者との取引 

 
 当連結会計年度（平成15年４月１日から平成16年３月31日まで） 

（単位：百万円） 

関 係 内 容 

属性 
会社等 
の名称 住所 資本金 

事業の 
内 容 

議決権 
等の所 
有(被所
有)割合 

役員の 
兼任等 

事業上 
の関係 

取引の 
内 容 

取引 
金額 
科目 
期末
残高 
(注) 

関連 
会社 
㈱四電工 

香川県 
高松市 

3,451 建設業 
(所有) 
 直接 
 27.5％ 

兼任 
1人 

配電工事、 
送電工事、 
電気設備工
事の委託 

送配電設
備等の建
設 
送配電設
備等の保
守委託 

 
20,071 
 
6,118 

その他
の流動
負債 

 
2,394 
 
585 

 
 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

   ㈱四電工から提示された価格及び当社から提示した価格により、毎年度交渉の上決定している。 

 (注) 上記期末残高には、消費税等が含まれている。 
 
 
 前連結会計年度（平成14年４月１日から平成15年３月31日まで） 

（単位：百万円） 

関 係 内 容 

属性 
会社等 
の名称 住所 資本金 

事業の 
内 容 

議決権 
等の所 
有(被所
有)割合 

役員の 
兼任等 

事業上 
の関係 

取引の 
内 容 

取引 
金額 
科目 
期末
残高 
(注) 

関連 
会社 
㈱四電工 

香川県 
高松市 

3,451 建設業 
(所有) 
 直接 
 24.4％ 

兼任 
２人 

配電工事、 
送電工事、 
電気設備工
事の委託 

送配電設
備等の建
設 
送配電設
備等の保
守委託 

 
20,476 
 
6,119 

その他
の流動
負債 

 
2,203 
 
653 

 
 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

   ㈱四電工から提示された価格及び当社から提示した価格により、毎年度交渉の上決定している。 

 (注) 上記期末残高には、消費税等が含まれている。 
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